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（百万円未満切捨て） 
1.19年7月中間期の連結業績（平成19年 2月 1日～平成19年 7月31日） 
（１）連結経営成績                          （％表示は対前年中間期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益 

 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年 7月中間期 1,654 (△ 0.8) 155 （30.1） 143 (26.5) 76 (26.1)

18年 7月中間期 1,667 (△15.1) 119 (△24.3) 113 (△25.2) 60 (△26.9)

19年 1月期 3,462 352 335  174

 
 １株当たり中間 

（当期）純利益 
潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利益

 円 銭 円 銭

19年 7月中間期 6 41 ― ―

18年 7月中間期 5 07 ― ―

19年 1月期 14 71 ― ―

(参考) 持分法投資損益 19年 7月中間期 ―百万円  18年 7月中間期 ―百万円 19年 1月期  ―百万円         
 
（２）連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年 7月中間期 7,546 2,418 32.0 203 88

18年 7月中間期 7,740 2,239 28.1 183 38

19年 1月期 7,660 2,370 30.9 199 56

(参考) 自己資本 19年 7月中間期 2,418百万円  18年 7月中間期  2,179百万円  19年 1月期 2,370百万円 
 
（３）連結キャッシュ･フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

19年 7月中間期 279 △4 △147 442

18年 7月中間期 271 △5 △146 433

19年 1月期 326 △55 △268 315

 
２．配当の状況 
 １株当たり配当金  

(基準日) 期 末 年 間 
 円 銭 円 銭

19年 1月期 2 00 2 00

20年 1月期（実績）  

20年 1月期（予想） 2 00 
2 00

 

 
３．20年 1月期の連結業績予想（平成19年 2月 1日～平成20年 1月31日）   （％表示は対前期増減率） 
 

売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 3,272 (△5.5) 188 (△46.5) 160 (△52.0) 84 (△51.7) 7 12
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４．その他 
⑴期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 

 

⑵中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本と
なる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更   有 
② ①以外の変更          無 
（注）詳細は、16ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

 
⑶発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年 7月中間期 12,000,000株 18年 7月中間期 12,000,000株 19年 1月期 12,000,000株

② 期末自己株式数 19年 7月中間期 137,392株 18年 7月中間期 112,536株 19年 1月期 122,167株

        
（注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、25ページ「１株当たり

情報」をご覧ください。 

 

 
（参考）個別業績の概要 

 
１．19年 7月中間期の個別業績（平成19年 2月 1日～平成19年 7月31日） 
（１）個別経営成績                        （％表示は対前年中間期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益 

 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年 7月中間期 1,525 (13.2) 139 (12.4) 130 (10.0) 68 (6.6)

18年 7月中間期 1,347 (△14.4) 124 (△23.3) 118 (△24.2) 64 (△28.6)

19年 1月期 3,016 330 313  181

 
 １株当たり中間 

（当期）純利益 
 円 銭

19年 7月中間期 5 75

18年 7月中間期 5 39

19年 1月期 15 24

 
（２）個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年 7月中間期 7,440 2,352 31.6 198 30

18年 7月中間期 7,619 2,197 28.8 184 83

19年 1月期 7,556 2,311 30.6 194 64

 (参考) 自己資本 19年 7月中間期  2,352百万円  18年 7月中間期 2,197百万円  19年 1月期 2,311百万円 
 
 
 
２．20年 1月期の個別業績予想（平成19年 2月 1日～平成20年 1月31日） 

（％表示は、対前期増減率） 
 

売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 3,009 (△0.2) 177 (△46.3) 152 (△51.3) 79 （△56.1） 6 70

 

 
 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績予想につきましては、本資料発表日現在において入手可能な情報に 
基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想値と異なる場合があります。 
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１．経営成績 
⑴経営成績に関する分析 

（当中間期の成績）  

当中間連結会計期間における我が国の経済状況は、大手企業を中心に企業収益の改善による設備

投資の増加や雇用の改善が進み、穏やかな景気回復基調にありました。 

このような経済状況のもと、当社グループの属する映像制作業界におきましては、メディア視聴

環境の多様化が急速に進展する一方で、多メディア利用に向けたコンテンツ・ビジネスの競争が更

に激化しております。 

当社及び当社グループは、こうした本格的デジタル・多メディア時代を勝ち抜くため、映像制作

及びスタジオ経営の更なる充実を進めるとともに、レンタルスタジオにおける売上の向上、制作コ

ストと全体経費の見直し等により、収益力の強化に努めてまいりました。 

なお、各部門の概況は以下のとおりです。 

 

映像事業 

 テレビ作品は、昨年 12 月から全国で地上デジタル放送が本格的に開始され、各放送局は自社コ

ンテンツの確保を強化していることから、ドラマ・バラエティー・情報番組等の各ジャンルにおい

て、自社制作が増加しております。そのような中で、当社グループは、前期に続き、次のとおり受

注制作いたしました。 

 ドラマ番組では、東京放送の月曜ゴールデン「占い師みすず 事件は運命の彼方に No.2」、テレビ

朝日の土曜ワイド劇場「法医学教室の事件ファイル No.24」、「法医学教室の事件ファイル No.25｣、

「新・警視庁 女性捜査班 No.2」とテレビ東京の水曜ミステリー9「密会の宿 No.6」、東海テレビ放

送の帯ドラマ｢金色の翼｣全 65 話中 40 話を各々制作いたしました。 

 また、テレビ朝日のスペシャルドラマ「テレサ・テン物語～私の家は山の向こう～」を共同制作

し、第 6 回テレビ朝日 21 世紀新人シナリオ大賞ドラマ「彼女との正しい遊び方」にも制作協力い

たしました。 

 情報番組では、テレビ東京の日曜ビッグバラエティ「全国！これが噂の大御殿 part20」、横浜ケ

ーブルビジョンの「かながわ 匠の技と街めぐり」シリーズ 1作品と「かながわ らく楽ウォーキ

ング」シリーズ 5作品、また、ジェイコムせたまちの「自由散歩」シリーズ 1作品、日本映画衛星

放送の「映画と酒と豆腐と～中川信夫・監督として人間として～」を各々制作いたしました。 

また、ビデオ作品では横浜市立大学の広報用ＶＰ「国際都市・横浜の知的創造拠点へ」日本語版

及び英語版、日立インターメディックスの「日立産機システム会社案内ビデオ」中国語版、東武鉄

道の「株主総会用ビデオ」を各々制作いたしました。 

 次に、コンテンツ営業は、引き続き当社のテレビ映画並びに劇場用映画を各テレビ局・ＣＡＴＶ

局・衛星放送各社･ブロードバンド等のメディアに販売するとともに、ビデオソフトやＤＶＤソフ

トの制作販売も行いました。 

 

 

なお、連結子会社(株)東京メディアエンタープライズも、日活・東北新社等のＣＳチャンネルや

東京放送のＢＳチャンネルへの番組販売の他、独自に取得した映像ソフトで販売実績をあげるなど、
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代理店としての業務を充実させております。 

以上により、当中間連結会計期間における映像事業の売上高は 816 百万円(前年同期比 25.0％増)

となりました。 

 

スタジオ経営事業 

長期賃貸契約のスタジオ収入は、付帯収入を含めて順調に推移いたしました。 

また、短期レンタルのＴＭＣ-1 スタジオも順調に稼働いたしました。 

なお、連結子会社(株)ケイエッチケイアートは、当該部門と協力して営業展開を行うとともに、 

  美術制作の効率化を推進しました。 

以上により、当中間連結会計期間におけるスタジオ経営事業の売上高は 837 百万円(前年同期比

3.7％増)となりました。 

これらの結果、当社グループ全体の当中間連結会計期間における売上高は 1,654 百万円(前年同

期比 0.8%減)、経常利益は 143 百万円(前年同期比 26.5%増)、当期純利益は 76 百万円(前年同期比

26.1%増)となりました。 

 

（当期の見通し） 

  今後の我が国経済と経営環境を展望いたしますと、民間設備投資の減少をはじめ景気先行きの不

透明感があらわれつつあります。テレビ業界においては、こうした景気の推移が広告の出稿量を通

じて作品の制作状況に大きく連動することから、番組受注競争や制作コストに対する厳しさは継続

しております。 

  このような状況のもとで、当社及び当社グループとしては、今後もドラマ番組と情報番組を確実

に受注、制作するため、企画力と営業組織の強化、制作コストのコントロールに努めてまいります。

併せて、メディア領域の拡大を図り、当社所有の映像コンテンツをＢＳ、ＣＳ、ブロードバンド等

の多メディアに積極的に配信してまいります。 

    一方、スタジオ経営に関しては、平成 19 年 9 月末をもって㈱フジテレビジョンと当社とのスタジ

オ賃貸借契約が終了することにより、当該スタジオが既存のＴＭＣ-１スタジオ同様の自主運営スタ

ジオという位置づけとなります。これにより安定収入の一部が減少し、原価高になる要素が見込まれ

ますが、ＴＭＣ-１スタジオと併せて、顧客ニーズに合った一層付加価値の高いサービスの提供を目

指し、積極的な営業展開をしてまいります。なお、㈱東京放送、関西テレビ放送㈱のスタジオとは今

後ともより強固な連携を図り、お互いのスタジオがシナジー効果を発揮できるよう、機能的かつ効率

的な運営を行ってまいります。 

 これらグループ事業を着実に積み重ね、持続的成長と競争力の強化を図り、株主価値を高めてまい

る所存です。 

 

これらにより、平成 20 年 1月期 第1四半期財務・業績の概況（連結）で公表いたしました予想値

を変更し、当連結会計年度の見通しは、売上高は 3,272 百万円(前年度比 5.5%減)、経常利益は 160

百万円(前年度比 52.0%減)、当期純利益は 84 百万円(前年度比 51.7%減)を見込んでおります。 
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⑵ 財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

当中間連結会計期間末の総資産は、7,546 百万円となり、前連結会計年度末と比較して 114 百万

円減少しました。 

これは主として現金及び預金の増加とたな卸資産並びに有形固定資産の減価償却等による減少の

差額によるものです。また株主資本は、利益剰余金の増加により 1,799 百万円となり、これらの結

果、自己資本比率は 32.0%、1 株当たり純資産は 203 円 88 銭となりました 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連

結会計年度末に比べ 126 百万円増加し、442 百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりでありま

す。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は、279 百万円(前年同期比 2.9％増)となりました。主な内訳は、

税金等調整前中間純利益 136 百万円、減価償却費 131 百万円、売上債権の減少額 88 百万円であ

ります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動は、4 百万円の支出（前年同期は 5 百万円の支出）となりました。これは、主に有形

固定資産の取得による支出であります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は 147 百万円（前年同期比 0.8％増）となりました。これは、主

に長期借入金の返済 120 百万円、配当金の支払い 23 百万円による支出等であります。 

当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 平成18年1月期 平成19年1月期 平成19年7月中間期

自己資本比率(%) 28.0 30.9 32.0

時価ベース自己資本比率(%) 53.2 50.4 37.3

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(%) 11.8 13.1 7.5

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 22.0 17.2 16.7

自己資本比率：自己資本/総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/営業キャッシュ・フロー 

（中間期については、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため 2 倍にしております。） 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、(中間)期末株価終値×(中間)期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは、(中間)連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して 

おります。 

※有利子負債は、(中間)連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。 

また、利払いにつきましては、(中間)連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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⑶利益配分に関する基本方針及び当期の配分 

当社は、放送業界の変革に対応するために必要な設備投資やコンテンツ投資を行い、安定した業

績確保と収益向上を目的として、内部留保に努めてまいりました。 

利益配当につきましては、株主に対する長期的かつ安定的な利益還元を経営の重要課題の一つと位

置づけ、当該事業年度の業績と翌期以降の見通し、将来に備えた内部留保の必要性等を総合的に勘

案した上で、その時点で最適の還元策を行っていくことを基本としております。 

 

 

2.企業集団の状況 

最近の有価証券報告書（平成 19 年 4月 27 日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関

係会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略します。 

 

 

3．経営方針 

⑴経営の基本方針 

⑵目標とする経営指標 

⑶中長期的な経営戦略及び対処すべき課題 

⑷会社の対処すべき課題 

上記⑴～⑷につきましては、平成 19 年 1 月期決算短信（平成 19年 3 月 23 日開示）により開示を

行った内容から重要な変更がないため開示を省略します。 

当該決算短信は、次の URL からご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

http://www.kokusaihoei.co.jp/ 

（ジャスダック証券取引所ホームページ（「JDS」検索ページ）) 

http://jds.jasdaq.co.jp/tekizi/ 
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  中間連結財務諸表等 

  中間連結財務諸表 

① 中間連結貸借対照表 

 

  
前中間連結会計期間末 

(平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年１月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   443,050  452,261  325,585

２ 受取手形及び売掛金   291,944 413,444  501,707

３ たな卸資産   166,371 60,554  103,073

４ その他   41,271 29,004  29,720

貸倒引当金   △456 △470  △651

流動資産合計   942,180 12.2 954,794 12.7  959,435 12.5

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 建物及び構築物   3,594,692 3,366,283  3,474,248

(2) 土地   2,545,818 2,677,062  2,677,062

(3) その他   235,666 198,748  218,577

有形固定資産合計   6,376,177 6,242,094  6,369,888

２ 無形固定資産   63,088 60,681  60,746

３ 投資その他の資産 ※２  359,139 288,857  270,887

固定資産合計   6,798,404 87.8 6,591,633 87.3  6,701,522 87.5

資産合計   7,740,585 100.0 7,546,428 100.0  7,660,958 100.0
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前中間連結会計期間末 

(平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年１月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金   161,071 130,450  146,783

２ 1年内返済予定長期
借入金 

  240,000 240,000  240,000

３ 未払法人税等   67,760 62,038  124,667

４ 1年内返還予定長期
預り保証金 

  ― 730,000  990,000

５ 賞与引当金   12,264 10,272  10,466

６ その他   291,353 209,490  178,815

流動負債合計   772,450 10.0 1,382,250 18.3  1,690,732 22.1

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金   1,200,000 960,000  1,080,000

２ 退職給付引当金   142,255 129,575  123,517

３ 長期預り保証金   2,972,731 2,242,731  1,982,731

４  再評価に係る 
  繰延税金負債 

  413,044 413,044  413,044

５ その他   1,020 225  622

固定負債合計   4,729,051 61.1 3,745,575 49.7  3,599,916 47.0

負債合計   5,501,501 71.1 5,127,826 68.0  5,290,648 69.1

    

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金   1,100,000 14.1 1,100,000 14.6  1,100,000 14.4

２ 資本剰余金   154,304 2.0 154,304 2.0  154,304 2.0

３ 利益剰余金   324,211 4.2 569,282 7.5  516,963 6.7

４ 自己株式   △18,170 △0.2 △24,551 △0.3  △20,525 △0.3

株主資本合計   1,560,345 20.1 1,799,035 23.8  1,750,742 22.8

Ⅱ 評価・換算差額等    

 土地再評価差額金   619,566 8.0 619,566 8.2  619,566 8.1

評価・換算差額等 
合計 

  619,566 8.0 619,566 8.2  619,566 8.1

Ⅲ 少数株主持分   59,171 0.8 ― ―  ― ―

純資産合計   2,239,083 28.9 2,418,601 32.0  2,370,309 30.9

負債純資産合計   7,740,585 100.0 7,546,428 100.0  7,660,958 100.0
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② 中間連結損益計算書 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   1,667,375 100.0  1,654,321 100.0  3,462,106 100.0

Ⅱ 売上原価   1,167,071 70.0  1,206,686 72.9  2,425,358 70.1

売上総利益   500,304 30.0  447,634 27.1  1,036,748 29.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※  380,549 22.8  291,865 17.7  684,557 19.8

営業利益   119,755 7.2  155,769 9.4  352,191 10.1

Ⅳ 営業外収益     

受取利息  0 49 26 

その他  2,914 2,915 0.1 257 306 0.0 3,073 3,100 0.1

Ⅴ 営業外費用     

支払利息  8,287 12,227 19,029 

その他  677 8,965 0.5 0 12,227 0.7 1,170 20,199 0.5

経常利益   113,705 6.8  143,849 8.7  335,091 9.7

Ⅵ 特別損失     

役員退職慰労金  ― ― ― 7,200 7,200 0.4 ― ― ―

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

  113,705 6.8  136,649 8.3  335,091 9.7

法人税、住民税 
及び事業税 

 65,651 57,514 170,277 

法人税等調整額  △5,370 60,281 3.6 3,060 60,574 3.7 △3,174 167,103 4.8

少数株主損失   6,908 0.4  ― ―  6,908 0.2

中間(当期)純利益   60,333 3.6  76,074 4.6  174,897 5.1
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③ 中間連結株主資本等変動計算書 

前中間連結会計期間(自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日) 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年１月31日残高(千円) 1,100,000 154,304 287,672 △15,357 1,526,619

中間連結会計期間中の変動額  

 剰余金の配当 △23,794  △23,794

 中間純利益 60,333  60,333

 自己株式の取得 △2,812 △2,812

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) 

 ―

中間連結会計期間中の変動額合計 

(千円) 
― ― 36,538 △2,812 33,726

平成18年７月31日残高(千円) 1,100,000 154,304 324,211 △18,170 1,560,345

 

評価・換算差額等 
 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主 
持分 

純資産合計 

平成18年１月31日残高(千円) 619,566 619,566 66,080 2,212,265 

中間連結会計期間中の変動額  

 剰余金の配当 △23,794 

 中間純利益 60,333 

 自己株式の取得 △2,812 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) 

△6,908 △6,908 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) 

― ― △6,908 26,817 

平成18年７月31日残高(千円) 619,566 619,566 59,171 2,239,083 
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当中間連結会計期間(自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日) 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年１月31日残高(千円) 1,100,000 154,304 516,963 △20,525 1,750,742

中間連結会計期間中の変動額  

 剰余金の配当 △23,755  △23,755

 中間純利益 76,074  76,074

 自己株式の取得 △4,026 △4,026

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) 

 ―

中間連結会計期間中の変動額合計 

(千円) 
― ― 52,318 △4,026 48,292

平成19年７月31日残高(千円) 1,100,000 154,304 569,282 △24,551 1,799,035

 

評価・換算差額等 
 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成19年１月31日残高(千円) 619,566 619,566 2,370,309

中間連結会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 △23,755

 中間純利益 76,074

 自己株式の取得 △4,026

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) 

―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) 

― ― 48,292

平成19年７月31日残高(千円) 619,566 619,566 2,418,601
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前連結会計年度(自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日) 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年１月31日残高(千円) 1,100,000 154,304 287,672 △15,357 1,526,619

連結会計年度中の変動額  

 剰余金の配当 △23,794  △23,794

連結子会社減少に伴う利益剰余

金の増加高 
78,188  78,188

 当期純利益 174,897  174,897

 自己株式の取得 △5,167 △5,167

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 

 ―

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 

― ― 229,291 △5,167 224,123

平成19年１月31日残高(千円) 1,100,000 154,304 516,963 △20,525 1,750,742

 

評価・換算差額等 
 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

平成18年１月31日残高(千円) 619,566 619,566 66,080 2,212,265 

連結会計年度中の変動額  

 剰余金の配当 △23,794 

連結子会社減少に伴う利益剰余

金の増加高 
78,188 

 当期純利益 174,897 

 自己株式の取得 △5,167 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 

△66,080 △66,080 

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 

― ― △66,080 158,043 

平成19年１月31日残高(千円) 619,566 619,566 ― 2,370,309 
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④ 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年２月１日
至 平成18年７月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 113,705 136,649 335,091

減価償却費  133,770 131,605 266,441

貸倒引当金の増減額 
(△は減少) 

 198 △180 519

賞与引当金の増減額 
(△は減少) 

 1,012 △194 470

退職給付引当金の増減額 
(△は減少) 

 6,143 6,057 △10,229

受取利息及び受取配当金  △254 △303 △280

支払利息  8,287 12,227 19,029

売上債権の増減額 
(△は増加) 

 16,749 88,262 △213,631

棚卸資産の増減額 
(△は増加) 

 △118,142 42,519 △54,845

仕入債務の増減額 
(△は減少) 

 34,755 △16,333 20,467

未払消費税等の増減額 
(△は減少) 

 12,935 △14,914 31,513

未収消費税等の減少額  9,181 ― 9,181

その他流動資産の増減額 
(△は増加） 

 △2,310 △4,162 1,642

その他流動負債の増加額  96,560 50,044 12,780

その他  △2,718 △16,221 1,244

小計  309,873 415,054 419,396

利息及び配当金の受取額  254 303 280

利息の支払額  △12,742 △16,682  △19,029

法人税等の支払額  △26,165 △119,491 △74,278

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 271,219 279,184 326,368
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前中間連結会計期間 

(自 平成18年２月１日
至 平成18年７月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形固定資産の取得 
による支出 

 △4,688 △4,726 △10,144

無形固定資産の取得 
による支出 

 △348 ― △348

連結範囲の変更を伴う子会社
株式の売却による支出 

 ― ― △44,803

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △5,036 △4,726 △55,295

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

長期借入金の返済による 
支出 

 △120,000 △120,000 △240,000

自己株式の取得による 
支出 

 △2,812 △4,026 △5,167

配当金の支払額  △23,794 △23,755 △23,794

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △146,606 △147,782 △268,961

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
増加額 

 119,576 126,676 2,111

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 313,473 315,585 313,473

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 433,050 442,261 315,585
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

１ 連結の範囲に
関する事項 

子会社は全て連結されてお
ります。 
当該連結子会社は、株式会
社ケイエッチケイアート、
株式会社東京メディアエン
タープライズ、株式会社エ
ヌ・エー・シーの３社であ
ります。 

子会社は全て連結されてお
ります。 
当該連結子会社は、株式会
社ケイエッチケイアート、
株式会社東京メディアエン
タープライズの２社であり
ます 

子会社は全て連結されてお
ります。 
当該連結子会社は、株式会
社ケイエッチケイアート、
株式会社東京メディアエン
タープライズの２社であり
ます。 
前連結会計年度において連
結子会社であった株式会社
エヌ・エー・シーは、平成
18年10月に当社所有の同社
株式の一部を同社へ譲渡し
たことにより、連結子会社
に該当しなくなったため、
中間期の損益のみを連結し
ております。 
 

２ 持分法の適用
に関する事項 

持分法適用会社はありませ
ん。 

同左 同左 

３ 連結子会社の
(中間)決算日
等に関する事
項 

連結子会社の中間決算日は
全て中間連結決算日と同一
であります。 

同左 連結子会社の事業年度の末
日は、全て連結決算日と同
一であります。 

４ 会計処理基準
に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法 

 ① その他有価証券 
   時価のあるもの 

中間連結決算末日
の市場価格等に基
づく時価法 
(評価差額は、全
部純資産直入法
により処理し、
売却原価は、移
動平均法により
算定) 

   時価のないもの 
移動平均法による
原価法 
 

 ② たな卸資産 
    仕掛品 

個別法による原価
法 

     
映像使用権 
 営業の用に供し
た時点より償却月
数24ヶ月の定率法
に基づき償却した
未償却残高 

 

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法 

 ① その他有価証券 
同左 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   時価のないもの 
同左 
 

 
② たな卸資産 
    仕掛品 

同左 
 

     
映像使用権 
 同左 

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法 

 ① その他有価証券 
   時価のあるもの 
    期末日の市場価格

等に基づく時価法 
     (評価差額は、全

部純資産直入法
により処理し、
売却原価は、移
動平均法により
算定) 

   時価のないもの 
同左 
 

  
② たな卸資産 
    仕掛品 

同左 
 

 
映像使用権 

     同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

 (2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 
  定額法によっておりま

す。なお、耐用年数お
よび残存価額について
は、法人税法の規定と
同一の基準によってお
ります。 

  ただし、建物(建物附属
設備は除く)について
は、平成10年度の法人
税法の改正により耐用
年数が短縮されており
ますが、改正前の耐用
年数によっておりま
す。 

   また、連結子会社の
うち、株式会社東京メ
ディアエンタープライ
ズ及び株式会社エヌ・
エー・シーは定率法に
基づいております。 

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 
   a 平成19年3月31日

以前に取得したも
の 
旧定額法によっ
ております。 

   
b  平成19年4月1日以

後に取得したも
の 
定額法によって
おります。 

 
なお、耐用年数および
残存価額については、
法人税法の規定と同一
の基準によっておりま
す。 

  ただし、建物(建物附属
設備は除く)について
は、平成10年度の法人
税法の改正により耐用
年数が短縮されており
ますが、改正前の耐用
年数によっておりま
す。 

  また、連結子会社のう
ち、株式会社東京メデ
ィアエンタープライズ
は以下の方法によって
おります。 

a 平成19年3月31日
以前に取得したも
の 
旧定率法によっ
ております。 

   
b  平成19年4月1日以

後に取得したも
の 
定率法によって
おります。 

 
（会計方針の変更） 

  法人税法の改正((所
得税法等の一部を改正
する法律 平成19年3月
30日 法律第6号)及び
（法人税法施行令の一
部を改正する政令平成
19年3月30日 政令第83
号）)に伴い、平成19年4
月1日以降に取得したも
のについては、改正後
の法人税法に基づく方
法に変更しておりま
す。 
この変更による損益に
与える影響は軽微であ
ります。 

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 
定額法によっておりま
す。なお、耐用年数お
よび残存価額について
は、法人税法の規定と
同一の基準によってお
ります。 

  ただし、建物(建物附
属設備は除く)について
は、平成10年度の法人
税法の改正により耐用
年数が短縮されており
ますが、改正前の耐用
年数によっておりま
す。 

   また、連結子会社の
うち、株式会社東京メ
ディアエンタープライ
ズ及び株式会社エヌ・
エー・シーは定率法に
基づいております。 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

 

② 無形固定資産 
自社利用のソフトウ
ェアについては、社
内における利用可能
期間(５年)に基づく
定額法によっており
ます。 

② 無形固定資産 
同左 

 

② 無形固定資産 
同左 

 (3) 重要な引当金の計上基
準 

 ① 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる
損失に備えるため、
回収不能見込額を計
上しております。 

  ａ 一般債権 
    貸倒実績率法によ

っております。 
  ｂ 貸倒懸念債権及び

破産更生債権 
    財務内容評価法に

よっております。 
 

(3) 重要な引当金の計上基
準 

 ① 貸倒引当金 
同左 
 
 
 

ａ  一般債権 
     同左 
 
  ｂ 貸倒懸念債権及び

破産更生債権 
  同左  

(3) 重要な引当金の計上基
準 

 ① 貸倒引当金 
同左 
 
 
 

ａ  一般債権 
     同左 
 
  ｂ 貸倒懸念債権及び

破産更生債権 
同左 

  ② 賞与引当金 
   従業員に対して支給

する賞与の支出に充
てるため、支給見込
額に基づき計上して
おります。 

 

 ② 賞与引当金 
同左 

 ② 賞与引当金 
同左 

  ③ 退職給付引当金 
   従業員の退職給付に

備えるため、当連結
会計年度末における
退職給付債務の見込
額に基づき、当中間
連結会計期間末にお
いて発生していると
認められる額を計上
しております。 

 

 ③ 退職給付引当金 
同左 

 ③ 退職給付引当金 
   従業員の退職給付に

備えるため、当連結
会計年度末における
退職給付債務の見込
額に基づき計上して
おります。 

 (4) 重要なリース取引の処
理方法 

  リース物件の所有権が
借主に移転すると認め
られるもの以外のファ
イナンス・リース取引
については、通常の賃
貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっ
ております。 

 

(4) 重要なリース取引の処
理方法 
   同左 

(4) 重要なリース取引の処
理方法 

 同左 

 (5) その他中間連結財務諸
表作成のための重要な
事項 

 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費
税の会計処理は税抜
方式によっておりま
す。 
  

(5) その他中間連結財務諸
表作成のための重要な
事項 

 消費税等の会計処理 
同左 
 
 
 

(5) その他連結財務諸表作
成のための重要な事項 

 
 消費税等の会計処理 

同左 
 
 
 

― 17 ― 



  
 

国際放映㈱（9604）平成20年1月期中間決算短信 
 

 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

５ 中間連結キャッ
シュ・フロー計
算書(連結キャ
ッシュ・フロー
計算書)におけ
る資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可
能な預金及び容易に換金可
能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクし
か負わない取得日から３ヶ
月以内に償還期限の到来す
る短期投資からなっており
ます。 

同左 同左 

 

会計処理の変更 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
 
当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定
資産の減損に係る会計基準の設定に
関する意見書」（企業会計審議会 
平成14年8月9日）)及び「固定資産
の減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成15年10
月31日 企業会計基準適用指針第6
号）を適用しております。 
これによる損益に与える影響は、あ
りません。 

      ―――――  （固定資産の減損に係る会計基準）
 
当連結会計年度から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減
損に係る会計基準の設定に関する意見
書」（企業会計審議会 平成14年8月9
日）)及び「固定資産の減損に係る会
計基準の適用指針」（企業会計基準委
員会 平成15年10月31日 企業会計基
準適用指針第6号）を適用しておりま
す。 
これによる損益に与える影響は、あり
ません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準） 
 
当中間連結会計期間から、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する
会計基準」（企業会計基準委員会 
平成17年12月 9日 企業会計基準第
5号）及び「貸借対照表の純資産の
部の表示に関する会計基準等の適用
指針」（企業会計基準委員会 平成
17年12月 9日 企業会計基準適用指
針第8号）を適用しております。 
従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は、2,179,912千円であり
ます。 

なお、中間連結財務諸表規則の改
正により、当中間連結会計期間の中
間連結財務諸表については、改正後
の中間連結財務諸表規則により作成
しております。 

      ―――――  （貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準） 
 

当連結会計年度から、「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会計
基準」（企業会計基準委員会 平成
17年12月 9日 企業会計基準第5号）
及び「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成17年12
月 9日 企業会計基準適用指針第8
号）を適用しております。 
従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は、2,370,309千円でありま
す。 

なお、連結財務諸表規則の改正に
より、当連結会計年度の連結財務諸
表については、改正後の連結財務諸
表規則により作成しております。 

 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

――――― ――――― （連結貸借対照表） 

「たな卸資産」は、前連結会計年度

は、流動資産の「その他」に含めて

表示しておりましたが、当連結会計

年度において重要性が増したため、

区分掲記いたしました。 

なお、前連結会計年度の「たな卸

資産」の金額は48,228千円です。 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

前中間連結会計期間末 
(平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年７月31日) 

前連結会計年度末 
(平成19年１月31日) 

※１ 有形固定 
資産の減価 
償却累計額 

3,667,636千円

※２貸倒引当金直接控除額 
 
 

投資その他の資産 7,352千円

※１有形固定 
資産の減価 
償却累計額 

3,907,787千円

※２貸倒引当金直接控除額 
 
 

投資その他の資産 7,352千円

※１有形固定 
資産の減価 
償却累計額 

3,784,176千円

※２貸倒引当金直接控除額 
 投資その他の資産 7,352千円

 
 

 

(中間連結損益計算書関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

※  販売費及び一般管理費の主な

もの 

給与手当 218,370千円

退職給付費用 6,173千円

賞与引当金 

繰入額 
12,264千円

賃借料 37,416千円
 

※  販売費及び一般管理費の主な

もの 

給与手当 168,163千円

退職給付費用 6,087千円

賞与引当金 

繰入額 
10,272千円

賃借料 27,424千円
 

※  販売費及び一般管理費の主な

もの 

給与手当 407,973千円

退職給付費用 12,025千円

賞与引当金 

繰入額 
11,722千円

賃借料 64,823千円
 

 

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年 2月 1日 至 平成18年 7月31日） 

1 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加株式数 減少株式数 当中間連結会計期間末

発行済株式 

 普通株式  （株） 
12,000,000 ― ― 12,000,000

自己株式 

 普通株式  （株） 
102,926 9,610 ― 112,536

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

2 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

3 配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当金の総額 1 株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成 18 年 4 月 27 日 

定時株主総会 
普通株式 23,794 千円 2 円 平成18年1月31日 平成18年4月28日 
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当中間連結会計期間（自 平成19年 2月 1日 至 平成19年 7月31日） 

1 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加株式数 減少株式数 当中間連結会計期間末

発行済株式 

 普通株式  （株） 
12,000,000 ― ― 12,000,000

自己株式 

 普通株式  （株） 
122,167 15,225 ― 137,392

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

2 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

3 配当に関する事項 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成 19 年 4 月 26 日 

定時株主総会 
普通株式 23,755 2 平成19年1月31日 平成19年4月27日

 

前連結会計年度（自 平成18年 2月 1日 至 平成19年 1月31日） 

1 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加株式数 減少株式数 当連結会計年度末 

発行済株式 

 普通株式  （株） 
12,000,000 ― ― 12,000,000

自己株式 

 普通株式  （株） 
102,926 19,241 ― 122,167

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

2 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

3 配当に関する事項 

  (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成 18 年 4 月 27 日 

定時株主総会 
普通株式 23,794 2 平成18年1月31日 平成18年4月28日 

 

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成19年 4月26日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 23,755 2 平成19年 1月31日 平成19年 4月27日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

  
現金及び 
預金勘定 443,050千円

預入期間が 
３ヶ月を超え 
る定期預金 

△10,000千円

現金及び 
現金同等物 

433,050千円

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

  
現金及び 
預金勘定 452,261千円

預入期間が 
３ヶ月を超え
る定期預金 

△10,000千円

現金及び 
現金同等物 

442,261千円

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に記載されてい

る科目の金額との関係 

  
現金及び 
預金勘定 325,585千円

預入期間が 
３ヶ月を超え 
る定期預金 

△10,000千円

現金及び 
現金同等物 

315,585千円

 

――――― ――――― ２ 株式の売却により連結子会社で

なくなった会社の資産及び負債

の主な内訳 

   ㈱エヌ・エ－・シ－ 

（平成18年7月31日現在） 

流動資産   98,253千円 

固定資産 36,953千円 

 資産合計 135,206千円 

  

流動負債 53,223千円 

固定負債 2,364千円 

 負債合計 55,587千円 
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 (リース取引関係) 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末
残高相当額 

 
 

取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末 
残高 
相当額 
(千円) 

機械装 
置及び 
運搬具 

179,491 166,489 13,001 

その他 20,601 11,414 9,187 

合計 200,092 177,904 22,188 

 

 
 

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

機械装
置及び
運搬具

8,347 5,325 3,021

その他 23,820 12,425 11,395

合計 32,167 17,750 14,416

 

 
 

取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

期末
残高
相当額
(千円)

機械装 
置及び 
運搬具 

179,491 173,381 6,109

その他 13,920 10,972 3,712

合計 193,411 184,354 9,821

 
  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 13,877千円

１年超 8,311千円

合計 22,188千円
 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 5,940千円

１年超 8,476千円

合計 14,416千円
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 7,058千円

１年超 2,763千円

合計 9,821千円
 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定してお

ります。 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 8,840千円

減価償却費相当額 8,840千円
 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 5,305千円

減価償却費相当額 5,305千円
 

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 17,331千円

減価償却費相当額 17,331千円
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法によ
っております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

 

４ 減価償却費相当額の算定方法 
同左 
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(有価証券関係) 

時価評価されていない有価証券 

(前中間連結会計期間) 

 

前中間連結会計期間末(平成18年７月31日) 
 

中間連結貸借対照表計上額(千円) 

  その他有価証券 

    非上場株式 5,500

 

(当中間連結会計期間) 

当中間連結会計期間末(平成19年７月31日) 
 

中間連結貸借対照表計上額(千円) 

  その他有価証券 

    非上場株式 5,900

 

(前連結会計年度) 

前連結会計年度末(平成19年1月31日) 
 

連結貸借対照表計上額(千円) 

  その他有価証券 

    非上場株式 5,900
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(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自平成18年２月１日 至平成18年７月31日)、当中間連結会計期間(自平成19

年２月１日 至平成19年７月31日)及び前連結会計年度(自平成18年２月１日 至平成19年１月31日) 

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

 

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

 

(企業結合等) 

該当事項はありません。 

 

(セグメント情報) 

 事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間(自平成18年２月１日 至平成18年７月31日)、当中間連結会計期間(自平

成19年２月１日 至平成19年７月31日)及び前連結会計年度(自平成18年２月１日 至平成19年１

月31日) 

当社企業グループは、映画全般（テレビ映画）に係る制作のための事業を営んでおり販売市

場等の類似性から判断して、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

 

 所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間(自平成18年２月１日 至平成18年７月31日)、当中間連結会計期間(自平

成19年２月１日 至平成19年７月31日)及び前連結会計年度(自平成18年２月１日 至平成19年１

月31日) 

本国以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店は存在しておりませんので、該当

事項はありません。 

 

 海外売上高 

前中間連結会計期間(自平成18年２月１日 至平成18年７月31日)、当中間連結会計期間(自平

成19年２月１日 至平成19年７月31日)及び前連結会計年度(自平成18年２月１日 至平成19年１

月31日)海外売上高は連結売上高の10%未満であるため記載を省略しております。 
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日)

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日)

１株当たり純資産額 183円38銭 203円88銭 199円56銭

１株当たり中間(当期)純利益 5円 7銭 6円41銭 14円71銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益 

なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につ

いては、潜在株式がない

ため、記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につ

いては、潜在株式がない

ため、記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につ

いては、潜在株式がない

ため、記載しておりませ

ん。 

 

 算定上の基礎 

  １ １株当たり純資産額 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日)

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日)

中間連結貸借対照表の 

純資産の部の合計額(千円) 
2,239,083 2,418,601 2,370,309

純資産の部の合計額から控除 

する金額(千円) 
59,171 ― ―

（うち少数株主持分） 59,171 ― ―

普通株式に係る純資産額(千円) 2,179,912 2,418,601 2,370,309

普通株式の発行済株式数（株） 12,000,000 12,000,000 12,000,000

普通株式の自己株式数（株） 112,536 137,392 122,167

1株当たり純資産の算定に用 

いられた普通株式の数(株) 
11,887,464 11,862,608 11,877,833

 

  ２ １株当たり中間(当期)純利益金額 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日)

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日)

中間(当期)純利益(千円) 60,333 76,074 174,897

普通株主に帰属しない 

金額(千円) 
― ― ―

普通株式に係る中間 

(当期)純利益(千円) 
60,333 76,074 174,897

普通株式の期中平均株 

式数(株) 
11,892,325 11,871,327 11,887,220
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(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

子会社株式の譲渡 
平成18年9月29日開催の取締役

会において、当社の連結子会社
である㈱エヌ・エー・シーの株
式譲渡に関し、以下のとおり決
議いたしました。 
 
1.譲渡の理由及び譲渡先 
㈱エヌ・エー・シーの依頼に

より、発行会社が自己株式を取
得する方法で、同社に対し譲渡
するものであります。 
 

2.譲渡の時期 

平成18年10月4日 

3.当該子会社の事業内容等 

名称  ㈱エヌ・エ－・シ－ 
住所  東京都渋谷区 
資本金 10百万円 
主要な事業の内容 
 タレントの育成・斡旋 
譲渡前の議決権の所有割合 
    40％ 
関係内容 当社作品への出演 
     役員の兼任 3名 

 
4.譲渡する株式の数、譲渡価額

及び譲渡後の議決権の所有割
合 
譲渡株式数       2,400株 
譲渡価額         21百万円 
譲渡後の議決権の所有割合 18.2% 
 

5.当該事象の業績等に与える影響 
当該譲渡による、売上高、総

資産及び損益に与える影響は軽
微であります。 

 

            ―――――  ――――― 
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国際放映㈱（9604）平成20年1月期中間決算短信 

  個別中間財務諸表等 

  中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

 

  
前中間会計期間末 

(平成18年７月31日) 

当中間会計期間末 

(平成19年７月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年１月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   314,615 394,111  257,238

２ 受取手形及び売掛金   238,267 346,330  423,791

３ たな卸資産   151,025 38,982  97,976

４ その他   29,169 26,497  31,149

流動資産合計   733,077 9.6 805,922 10.8  810,155 10.7

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

 (1) 建物   3,504,377 3,297,817  3,399,949

 (2) 土地   2,677,062 2,677,062  2,677,062

 (3) その他   311,563 264,645  289,910

有形固定資産合計   6,493,003 6,239,524  6,366,922

２ 無形固定資産   60,912 59,936  59,958

３ 投資その他の資産   332,925 335,116  319,778

固定資産合計   6,886,841 90.4 6,634,577 89.2  6,746,659 89.3

資産合計   7,619,919 100.0 7,440,500 100.0  7,556,814 100.0

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金   134,673 90,043  101,579

２ 1年内返済予定長期 
  関係会社借入金 

  240,000 240,000  240,000

３ 未払法人税等   63,000 56,800  117,000

４ 1年内返還予定長期 
  預り保証金 

  ― 730,000  990,000

５ 賞与引当金   9,408 8,512  8,866

６ その他 ※２  234,891 203,333  173,536

流動負債合計   681,972 9.0 1,328,689 17.9  1,630,981 21.6

Ⅱ 固定負債    

１ 関係長期借入金   1,200,000 960,000  1,080,000

２ 退職給付引当金   132,240 120,867  115,401

３ 子会社損失引当金   22,770 22,770  22,770

４ 長期預り保証金   2,972,731 2,242,731  1,982,731

５ 再評価に係る 
繰延税金負債 

  413,044 413,044  413,044

固定負債合計   4,740,786 62.2 3,759,413 50.5  3,613,947 47.8

負債合計   5,422,758 71.2 5,088,102 68.4  5,244,928 69.4
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前中間会計期間末 

(平成18年７月31日) 

当中間会計期間末 

(平成19年７月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年１月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金   1,100,000 14.4 1,100,000 14.8  1,100,000 14.6

２ 資本剰余金    

 資本準備金  154,304 154,304 154,304 

資本剰余金合計   154,304 2.0 154,304 2.1  154,304 2.0

３ 利益剰余金    

(1) 利益準備金  4,764 7,139 4,764 

(2) その他利益剰余金    

繰越利益剰余金  336,695 495,938 453,774 

利益剰余金合計   341,459 4.5 503,078 6.7  458,540 6.1

４ 自己株式   △18,170 △0.2 △24,551 △0.3  △20,525 △0.3

株主資本合計   1,577,593 20.7 1,732,830 23.3  1,692,319 22.4

Ⅱ 評価・換算差額等    

 土地再評価差額金   619,566 8.1 619,566 8.3  619,566 8.2

評価・換算差額等 
合計 

  619,566 8.1 619,566 8.3  619,566 8.2

純資産合計   2,197,160 28.8 2,352,397 31.6  2,311,886 30.6

負債純資産合計   7,619,919 100.0 7,440,500 100.0  7,556,814 100.0
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② 中間損益計算書 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   1,347,250 100.0 1,525,278 100.0  3,016,062 100.0

Ⅱ 売上原価   944,739 70.1 1,123,395 73.7  2,135,428 70.8

売上総利益   402,511 29.9 401,883 26.3  880,633 29.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費   278,156 20.7 262,047 17.1  550,000 18.2

営業利益   124,354 9.2 139,836 9.2  330,633 11.0

Ⅳ 営業外収益 ※１  2,496 0.2 2,514 0.1  2,877 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※２  8,510 0.6 12,173 0.8  19,576 0.6

経常利益   118,340 8.8 130,177 8.5  313,935 10.4

Ⅵ 特別利益 ※３  ― ― ― ―  20,320 0.7

Ⅶ 特別損失 ※４  ― ― 7,200 0.4  ― ―

税引前中間 
(当期)純利益 

  118,340 8.8 122,977 8.1  334,255 11.1

法人税、住民税 
及び事業税 

 60,891   52,276   157,491  

法人税等調整額  △6,618 54,273 4.0 2,407 54,683 3.6 △4,384 153,106 5.1

中間(当期)純利益   64,067 4.8 68,293 4.5  181,148 6.0
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③ 中間株主資本等変動計算書 

前中間会計期間(自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日) 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益 
剰余金 

 
資本金 

資本準備金 利益準備金

繰越利益剰余金

利益剰余金

合計 

自己株式 株主資本合計

平成18年１月31日残高 

(千円) 
1,100,000 154,304 2,384 298,801 301,186 △15,357 1,540,132

中間会計期間中の変動額   

 剰余金の配当  2,379 △26,173 △23,793  △23,794

 中間純利益  64,067 64,067  64,067

 自己株式の取得  △2,812 △2,812

中間会計期間中の変動額

合計(千円) 
― ― 2,379 37,894 40,273 △2,812 37,461

平成18年７月31日残高 

(千円) 
1,100,000 154,304 4,764 336,695 341,459 △18,170 1,577,593

 

評価・換算差額等 
 

土地再評価 
差額金 

評価・換算
差額等合計

純資産合計

平成18年１月31日残高 

(千円) 
619,566 619,566 2,159,699

中間会計期間中の変動額  

 剰余金の配当  △23,794

 中間純利益  64,067

 自己株式の取得  △2,812

中間会計期間中の変動額 

合計(千円) 
― ― 37,461

平成18年７月31日残高 

(千円) 
619,566 619,566 2,197,160
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当中間会計期間(自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日) 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益 
剰余金 

 
資本金 

資本準備金 利益準備金

繰越利益剰余金

利益剰余金

合計 

自己株式 株主資本合計

平成19年１月31日残高 

(千円) 
1,100,000 154,304 4,764 453,775 458,540 △20,525 1,692,319

中間会計期間中の変動額   

 剰余金の配当  2,375 △26,131 △23,755  △23,755

 中間純利益  68,293 68,293  68,293

 自己株式の取得  ― △4,026 △4,026

中間会計期間中の変動額 

合計(千円) 
― ― 2,375 42,162 44,538 △4,026 40,511

平成19年７月31日残高 

(千円) 
1,100,000 154,304 7,139 495,938 503,078 △24,551 1,732,830

 

評価・換算差額等 
 

土地再評価 
差額金 

評価・換算
差額等合計

純資産合計

平成19年１月31日残高(千

円) 
619,566 619,566 2,311,886

中間会計期間中の変動額  

 剰余金の配当  △23,755

 中間純利益  68,293

 自己株式の取得  △4,026

中間会計期間中の変動額

合計(千円) 
― ― 40,511

平成19年７月31日残高(千

円) 
619,566 619,566 2,352,397
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前事業年度(自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日) 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益 
剰余金 

 
資本金 

資本準備金 利益準備金

繰越利益剰余金

利益剰余金

合計 

自己株式 株主資本合計

平成18年１月31日残高 

(千円) 
1,100,000 154,304 2,384 298,801 301,186 △15,357 1,540,132

事業年度中の変動額   

 剰余金の配当  2,379 △26,173 △23,794  △23,794

 当期純利益  181,148 181,148  181,148

 自己株式の取得  ― △5,167 △5,167

事業年度中の変動額合計

(千円) 
― ― 2,379 154,974 157,354 △5,167 152,186

平成19年1月31日残高 

(千円) 
1,100,000 154,304 4,764 453,775 458,540 △20,525 1,692,319

 

評価・換算差額等 
 

土地再評価 
差額金 

評価・換算
差額等合計

純資産合計

平成18年１月31日残高 

(千円) 
619,566 619,566 2,159,699

事業年度中の変動額  

 剰余金の配当  △23,794

 当期純利益  181,148

 自己株式の取得  △5,167

事業年度中の変動額合計

(千円) 
― ― 152,186

平成19年1月31日残高 

(千円) 
619,566 619,566 2,311,886
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) たな卸資産 
    仕掛品 
    個別法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) たな卸資産 
    仕掛品 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) たな卸資産 
    仕掛品 

同左 
 (2) 有価証券 
  ① 子会社株式 
     移動平均法による原価法 
  ② その他有価証券 
    時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格
等に基づく時価法 
(評価差額は、全部純資
産直入法により処理し、
売却原価は、移動平均法
により算定)     

     
時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

(2) 有価証券 
  ① 子会社株式 

同左 
  ② その他有価証券 
    時価のあるもの 

同左 
 
 
 
 
 

 
    時価のないもの 

同左 

(2) 有価証券 
  ① 子会社株式 

同左 
  ② その他有価証券 
    時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基
づく時価法 
(評価差額は、全部純資
産直入法により処理
し、売却原価は、移動
平均法により算定) 

     
    時価のないもの 

同左 
２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 
   定額法によっております。

なお、耐用年数および残存価
額については、法人税法の規
定と同一の基準によっており
ます。 

   ただし、建物(建物附属設備
は除く)については、平成10年
度の法人税法の改正により耐
用年数が短縮されております
が、改正前の耐用年数によっ
ております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (2) 無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアに
ついては、社内における利用
可能期間(５年)に基づく定額
法によっております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 
  a 平成19年3月31日以前に取

得したもの 
旧定額法によっておりま
す。 

   
b  平成19年4月1日以後に取

得したもの 
定額法によっておりま
す。 
 

  なお、耐用年数および残存価
額については、法人税法の規
定と同一の基準によっており
ます。 

   ただし、建物(建物附属設備
は除く)については、平成10年
度の法人税法の改正により耐
用年数が短縮されております
が、改正前の耐用年数によっ
ております。 

 
  （会計方針の変更） 
   法人税法の改正((所得税法等

の一部を改正する法律 平成19
年3月30日 法律第6号)及び
（法人税法施行令の一部を改正
する政令平成19年3月30日 政
令第83号）)に伴い、平成19年4
月1日以降に取得したものにつ
いては、改正後の法人税法に基
づく方法に変更しております。
この変更による損益に与える

影響は軽微であります。 
 
 

(2) 無形固定資産 
同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 
      定額法によっております。

なお、耐用年数および残存価
額については、法人税法の規
定と同一の基準によっており
ます。 

   ただし、建物(建物附属設備
は除く)については、平成10年
度の法人税法の改正により耐
用年数が短縮されております
が、改正前の耐用年数によっ
ております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 無形固定資産 
同左 
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前中間会計期間 
(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

３ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に
備えるため、回収不能見込額
を計上しております。 

  ａ 一般債権 
    貸倒実績率法によっており

ます。 
  ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生

債権 
    財務内容評価法によってお

ります。 
 (2) 賞与引当金 
    従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支
給見込額に基づき計上して
おります。 

３ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 

  同左 
 

 
 ａ 一般債権 

       同左 
 
  ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生

債権 

同左 

 (2) 賞与引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 

同左 
 
 
 ａ 一般債権 

同左 
 
  ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生

債権 

同左 

  (2) 賞与引当金 

同左 

 (3) 退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給
付債務の見込額に基づき、当
中間会計期間末において発生
していると認められる額を計
上しております。 

(3) 退職給付引当金 
同左 

 (3) 退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給
付債務の見込額に基づき計上
しております。 

 (4) 子会社損失引当金 
    債務超過の解消に長期間を

要すると判断される子会社の
損失に備えるため、当該子会
社の債務超過相当額を引き当
てております。 

 (4) 子会社損失引当金 
同左 

 (4) 子会社損失引当金 
同左 

４ リース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によ
っております。 

４ リース取引の処理方法 
同左 

４ リース取引の処理方法 
同左 

５ その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項 

   消費税等の処理方法 
会計処理は税抜方式によって
おります。 

５ その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項 

   消費税等の処理方法 
同左 

５ その他財務諸表作成のための基
本となる重要な事項 

   消費税等の処理方法 
同左 
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会計処理の変更 

 

前中間会計期間 
(自 平成18年２月１日 

当中間会計期間 
(自 平成19年２月１日 

前事業年度 
 (自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日) 至 平成19年７月31日) 至 平成19年１月31日) 
（固定資産の減損に係る会計基準） 
 
当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産
の減損に係る会計基準の設定に関す
る意見書」（企業会計審議会 平成
14年8月9日）)及び「固定資産の減
損に係る会計基準の適用指針」（企
業会計基準委員会 平成15年10月31
日 企業会計基準適用指針第6号）
を適用しております。 
これによる損益に与える影響は、あ
りません。 
 
 

   
 ――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準）
 
当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減
損に係る会計基準の設定に関する意
見書」（企業会計審議会 平成14年
8月9日）)及び「固定資産の減損に
係る会計基準の適用指針」（企業会
計基準委員会 平成15年10月31日
企業会計基準適用指針第6号）を適
用しております。 
これによる損益に与える影響は、あ
りません。 

 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準） 
 
当中間会計期間から、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計
基準」（企業会計基準委員会 平成
17年12月９日 企業会計基準第5
号）及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指
針」（企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準適用指針
第8号）を適用しております。 
従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は、2,197,160千円であり
ます。 
なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間の中間財務
諸表については、改正後の中間財務
諸表等規則により作成しておりま
す。 
 

      
 ――――― 

 （貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準） 
 
当事業年度から、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基
準」（企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準第5号）
及び「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成17年12
月９日 企業会計基準適用指針第8
号）を適用しております。 
従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は、2,311,886千円であり
ます。 

なお、財務諸表等規則の改正に
より、当事業年度における財務諸表
については、改正後の財務諸表等規
則により作成しております。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

項目 
前中間会計期間末 
(平成18年７月31日) 

当中間会計期間末 
(平成19年７月31日) 

前事業年度末 
(平成19年１月31日) 

※１ 有形固定資産の減

価償却累計額 
3,645,696千円 3,899,926千円 3,776,834千円 

※２ 消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮

受消費税等は相殺の

うえ、流動負債「そ

の他」に含めて表示

しております。 

同左 ――――――― 

 

(中間損益計算書関係) 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日)

当中間会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

※１ 営業外収益のうち 

受取利息 

 

122千円

 

257千円

 

343千円

※２ 営業外費用のうち 

   支払利息 

 

8,233千円

 

12,173千円

 

18,921千円

※３ 特別利益の内訳 

関係会社株式売却

益 

 

―

 

―

 

20,320千円

※４ 特別損失の内訳 

   役員退職慰労金 ― 7,200千円 ―

５ 減価償却実施額 

   有形固定資産 

   無形固定資産 

130,885千円

1,358千円

131,020千円 262,023千円

21千円 2,312千円
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(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年 2月 1日 至 平成18年 7月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加株式数 減少株式数 当中間会計期間末 

 普通株式  （株） 102,926 9,610 ― 112,536

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

 

当中間会計期間（自 平成19年 2月 1日 至 平成19年 7月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加株式数 減少株式数 当中間会計期間末 

 普通株式  （株） 122,167 15,225 ― 137,392

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

 

前事業年度（自 平成18年 2月 1日 至 平成19年 1月31日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加株式数 減少株式数 当事業年度末 

 普通株式  （株） 102,926 19,241 ― 122,167

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加です。 
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(リース取引関係) 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

残高相当額 

 

取得 
価額 
相当額 
(千円) 

減価
償却
累計額
相当額
(千円)

中間
期末
残高
相当額
(千円)

機械及び 
装置 

174,214 163,998 10,216

車両及び
運搬具 

5,276 2,491 2,785

工具器具 
及び備品 

13,920 8,816 5,104

合計 193,411 175,305 18,105

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

残高相当額 

 

取得
価額
相当額
(千円)

減価
償却
累計額
相当額
(千円)

中間
期末
残高
相当額
(千円)

機械及び
装置 

3,070 1,074 1,995

車両及び
運搬具

5,276 4,250 1,026

工具器具
及び備品

23,820 12,425 11,395

合計 32,167 17,750 14,416

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高

相当額 

 

取得 
価額 
相当額 
(千円) 

減価 
償却 
累計額
相当額
(千円)

期末
残高
相当額
(千円)

機械及び 
装置 

174,214 170,009 4,204

車両及び
運搬具 

5,276 3,371 1,905

工具器具 
及び備品 

13,920 10,208 3,712

合計 193,411 183,589 9,821

 
 なお、取得価額相当額

は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

なお、取得価額相当額

は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

なお、取得価額相当額

は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

 ２ 未経過リース料中間期

末残高相当額 

１年内 12,763千円

１年超 5,341千円

合計 18,105千円
 

２ 未経過リース料中間期

末残高相当額 

１年内 5,940千円

１年超 8,476千円

合計 14,416千円
 

２ 未経過リース料期末残

高相当額 

１年内 7,058千円

１年超 2,763千円

合計 9,821千円
 

 なお、未経過リース料中

間期末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

なお、未経過リース料中

間期末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

なお、未経過リース料期

末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子

込み法により算定しており

ます。 

 ３ 支払リース料及び減価

償却費相当額 

支払 
リース料 

8,283千円

減価償却費 
相当額 

8,283千円

３ 支払リース料及び減価

償却費相当額 

支払 
リース料 

5,305千円

減価償却費
相当額 

３ 支払リース料及び減価

償却費相当額 

支払 
16,566千円

リース料 
減価償却費 

5,305千円 16,566千円
相当額 

   
 ４ 減価償却費相当額の算

定方法 

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってお

ります。 

４ 減価償却費相当額の算

定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算

定方法 

同左 
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国際放映㈱（9604）平成20年1月期中間決算短信 

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年７月31日) 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当中間会計期間末(平成19年７月31日) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度末(平成19年１月31日) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 
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国際放映㈱（9604）平成20年1月期中間決算短信 

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 
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国際放映㈱（9604）平成20年1月期中間決算短信 

(重要な後発事象) 

前中間会計期間 
(自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年２月１日 
至 平成19年７月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年２月１日 
至 平成19年１月31日) 

子会社株式の譲渡 
平成18年9月29日開催の取締役

会において、当社の子会社であ
る㈱エヌ・エー・シーの株式譲
渡に関し、以下のとおり決議い
たしました。 
 
1.譲渡の理由及び譲渡先 
㈱エヌ・エー・シーの依頼に

より、発行会社が自己株式を取
得する方法で、同社に対し譲渡
するものであります。 
 

2.譲渡の時期 

平成18年10月4日 

3.当該子会社の事業内容等 

名称  ㈱エヌ・エ－・シ－ 
住所  東京都渋谷区 
資本金 10百万円 

      
           ――――――― ――――――― 

 

主要な事業の内容 
 タレントの育成・斡旋 
譲渡前の議決権の所有割合 
    40％ 
関係内容 当社作品への出演 
     役員の兼任 3名 

 
4.譲渡する株式の数、譲渡価額及

び譲渡後の議決権の所有割合 

譲渡株式数       2,400株 

譲渡価額        21百万円 

譲渡後の議決権の所有割合 18.2% 

 
5.当該事象の業績等に与える影響 

当該譲渡により、当事業年度にお
いて、譲渡益20百万円を計上しま
す。 
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